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本稿は，福井県の補助金（研究助成）事業である「平成19年度 大学連携リーグ事業補助金」

を活用した「企業誘致による地域イノベーションの現状と可能性」の成果の一部である．筆者ら

は，福井県の企業誘致活動へのインプリケーションを導くにあたって，福井県内の現状を把握す

るために，研究開発型モノづくり企業3社に対してヒアリング調査を実施した．その結果，3社

ともに強い地域性，つまり「福井県へのこだわり」を持っている．この地域性へのこだわりは，

特に人材面では福井県出身者を積極的に採用することで，定着率の向上というメリットを享受し

ている．しかし，販売面では，3社ともに顧客は県内にはほとんどおらず，国内か，グローバル

に展開している．したがって，ヒアリング調査を実施した研究開発型モノづくり企業3社は，地

域性のもつメリットを保持しつつも，むしろ商品の供給先との関係や研究開発の方向性にマッチ

した人材を，県内外，国内外に広く求めるべきではないだろうか．そのうえで，経営戦略を構築

することが必要な段階に来ているといえるだろう．

キーワード：研究開発型企業，モノづくり，地域資源，クラスター
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Ⅱ．福井の研究開発型モノづくり企業の活動

Ⅲ．ヒアリング調査からの考察

－経営戦略と地域性の観点から－
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福井県研究開発型企業のモノづくりと地域資源活用
A study of the activity on Manufacturing and Local Resources of some company which work focusing on the

research and development in Fukui Prefecture

近藤　信一＊1，中里　弘穂＊2，北島　啓嗣＊3

Ⅰ．はじめに

本稿は，福井県の補助金（研究助成）

事業である「平成19年度 大学連携リーグ

事業補助金」（研究区分：「元気な産業」）

を活用した「企業誘致による地域イノベ

ーションの現状と可能性」（研究代表者：

北島啓嗣･福井県立大学，研究分担者：近

藤信一・財団法人 機械振興協会 経済研

究所，中里弘穂・仁愛女子短期大学）の

成果の一部である．

公共事業に依存する地域経済の活性化

に期待ができなくなった現在では，地域

の活性化には産業・企業の誘致・育成の

＊1 財団法人 機械振興協会 経済研究所・研究員
＊2 仁愛女子短期大学生活科学学科・特別講師
＊3 福井県立大学経済学部・准教授
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重要性がますます増大している．産業の

育成には，企業や自治体だけではなく，

大学や支援産業，関連企業その他が地理

的に集中して立地し，競争しながら協力

を行う「クラスター」の重要性が指摘さ

れている．クラスターとは，本来は葡萄

の房を意味する言葉であるが，地域に関

連する産業とその関連産業あるいは大学

等の関係機関が，協力しつつ競争する状

態であり，現代における地域間の競争の

鍵となる概念である．クラスター理論は，

マイケル・ポーターによって提唱され，

現在では，経済産業省，文部科学省の産

業政策にも取り入れられている．本研究

では，日本の地方都市におけるクラスタ

ー形成の現状と問題点を，把握すること

を目的としている．

本稿は，福井県の企業誘致活動へのイ

ンプリケーションを導くにあたって，福

井県内の現状を把握するために実施した

ものであり，産業振興・地域イノベーシ

ョンの観点から，福井県内の研究開発型

モノづくり企業3社に対して実施したヒ

アリング調査から得られた知見をまとめ

たものである．本稿の目的は，福井県内

の研究開発型モノづくり企業の特徴と地

域との関係を見出すことにある．福井県

が産業を振興し，企業を誘致にあたり，

不利な要素はある．それは，立地に関し

て一般に大きな要素と指摘される顧客へ

の距離である．北陸に立地する限り，そ

の不利は否めない．しかし，本稿では，

その不利を克服している優良企業を取り

上げ，いかに県内の地域資源を有効に活

用しているかを考察する．福井県内の研

究開発型モノづくり企業のモノづくりを

通じた地域社会との関わりを考察するこ

とで，福井県内の研究開発型モノづくり

企業の経営課題を抽出したい．

Ⅱ．福井の研究開発型モノづくり企業の活動

１．研究開発型モノづくり企業の事例①

－清川メッキ工業株式会社－

（１）会社概要１

本社所在地：福井県福井市和田中

創業：1963年3月

会社設立：1968年11月

資本金：4,000万円

代表者：取締役社長 清川　忠 氏

社員数：220人（グループ計）

平均年齢：35歳

ホームページ：http://www.kiyokawa.co.jp

事業内容：

○表面処理

１.  各種電気メッキ，無電解メッキ，

２.  機能性メッキ

３.  化成皮膜処理

４.  アルミニウムの陽極酸化

○主要メッキ品

１.  電子部品

２.  マグネット

３.  半導体ウエハー

４.  その他先端材料

○環境にやさしいメッキ

１.  シアンレスメッキ

２.  鉛レスメッキ

３.  クロムレスメッキ
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（２）モノづくりに対する考え方と取り組み

同社の従業員総数は約220名（ヒアリ

ング時）で，うち約30人が研究開発に従

事し，メッキ作業に従事している6割が

メッキ技能士（100人弱）の資格を有し

ている．同社では営業活動は行なってい

ないが（同社には営業部門がない），技術

PR のために国内展示会に年4回出展して

いる．問合せや注文等の顧客対応は技術

部門（約20人）が担当している．同社が

営業部門を持たないのは，『飛び込まれ営

業』という営業スタイルを基本としてい

るからである．顧客から『飛び込まれ営

業』をされるためには，市場に既にある

技術や商品では駄目で，おのずと研究開

発型企業にならなければならない．その

ため，研究開発の専従者が多く配置され

ており，同社の規模としては珍しく電子

顕微鏡が3台配置されている．

同社の現在の売上の多くが電子機器分

野であるが，同社は「特定顧客の比率を

上げること」はしないという．メッキは

あらゆる産業の底辺を支える技術であり，

裾野を広げやすいことからも，顧客の分

野は多いほうがよいと考えている．同社

が新分野として期待をしているのが「バ

イオ」である．また同社は，従来のよう

な製品や部品にメッキを施すのではなく，

材料にメッキをすることを考えている．

つまり，スマイルカーブの川上領域であ

る材料にメッキを施すことで，特性を持

たせる考えである．同社では，材料をメ

ッキするということで，サプライチェー

ンの初期段階，つまり設計開発段階から

メッキ技術で顧客との関わりを持ちたい

という．顧客の設計開発段階から深く取

引をすることができれば，グローバルに

通用する品質レベルとコストを達成でき

ると考えている．

（３）地域社会に対する考え方と取り組み

同社は，直接的なグローバル展開（海

外に工場を持つなど）を行なうことは考

えていない．同社は，福井県という地域

を重視している企業である．したがって，

同社の従業員は100％福井県民であると

いう．ヒアリングでは，同社には「福井

で死ぬ人しかいない」とも述べられてい

た．福井のコミュニティーを守ることが

重要であり，同社にとって直接的なグロ

ーバル展開は意味がないのである．

ヒアリングによると同社では，メッキ

は「技術を売っている」と考えている．

したがって，技術をブラックボックス化

する必要があり，同社にとっては技術者

が“辞めない”こと，つまり長期雇用が

重要である．したがって，地域社会との

つながりを重視し，直接的なグローバル

展開を考えていないのである．

さらに，同社の本社工場は住宅地にあ

るため，環境を重視した取り組みを行な

っている．同社は，環境規制への対応で

常に同業他社を一歩リードしているとい

える．1994年に業界初で取得した品質保

証規格ISO9001の経験を活かし，1997

年には環境規格ISO14001を取得してい

る．同社のマニュアルはフローチャート

でのわかり易いものであるが，これは清

川社長の「自分たちで取得する」「コンサ

ルタントは使わない」，つまり「教えても



研究論文

36

らうな，考えろ」という考えに基づき，

社員自らが作成したものである．例えば，

同社の女性社員4名が“師範代”となり

作成した「環境道場」では，分かりやす

く環境について学べるように工夫されて

いる．また，EUの有害物質規制（RoHS

指令）は2006年に施行されたが，これに

先がけ同社では鉛フリーメッキに取り組

み，2000年に“無電解ニッケルメッキ”

での量産体制を確立している．2003年に

は，先端技術開発センターを設立し，研

究開発のための最新鋭の測定・分析機器

を積極的に導入し，国際的な試験所認定

制度ISO17025を取得し，同センターで

顧客向けにRoHS指令対応・分析サービ

ス（有料）も提供している．

このように同社は，地域から“雇用を

もらう”ためには地域に還元しなければ

ならないと考えている．その一つが，「め

っき教室」である．この「めっき教室」

は，ボランティアベースの社会貢献では

ないという．地域の子供たちや近隣住民

に理解を広める活動であり，教えること

を通じた従業員に対する研修でもある．

従業員にとって子供たちに「教えること」

は，誇りでありモチベーションの向上に

つながると考えている．これらの活動を

同社は，「社会投資活動」と考えており，

社員と地域社会に対する信頼と安心につ

ながっていると考えている．したがって，

活動は就業時間中に行なわれている．

（４）ヒアリング調査からの考察

同社では，「ノウハウは，理論化できる」

と考えている．同社は，100％の理論化

はできないと考えているが，例えば80％

が理論化でき，20％がノウハウとして残

るとすれば，80％の部分の経営資源を次

の技術開発に活用することができると考

えている．したがって，ノウハウ（熟練

技能）を理論化できる人材，つまり優秀

な人材を確保したい．しかし，県内の進

学校の卒業生の多くが県外の大学に進学

してしまう．このような状況では，優秀

な人材が中小企業に来ないことになる．

また同社は，“売上を伸ばしたい”とか

“利益を上げたい”とは考えていない．同

社は，“おもしろい仕事をしたい”と考え

ている．そして，そのことが従業員の幸

せにつながると考えている．

同社のモノづくりと地域性に対する課

題は，「おもしろい仕事を任せられる優秀

な人材をいかに福井県内で確保するか」

というところにあると感じられた．

２．研究開発型モノづくり企業の事例②

－株式会社松浦機械製作所－

（１）会社概要２

本社所在地：福井県福井市漆原町

創業：1922年8月　

会社設立：1960年9月

資本金：9,000万円（2006年12月現在）

（純資産合計 140.05億円）

代表者：取締役社長 松浦勝俊 氏

年商：147.11億円（2006年12月期）

社員数：284人（2006年12月現在）

社員構成：男性253人 女性31人

平均年齢：38.8歳

男性39.2歳 女性35.3歳
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勤続年数：16.2年

男性16.9年 女性10.6年

ホームページ：http://www.matsuura.co.jp/

事業内容：金属工作機械製造

(マシニングセンタ) 

（２）モノづくりに対する考え方と取り組み

同社は，今年で創業72年目の老舗工作

機械メーカーである．同社のモノづくり

の考え方の基本になっているのが，「独自

なものを作りたい」という考えである．

このことが，同社が研究開発型企業であ

ることの土台となっている．

同社はもともとフライス盤の製造を手

がけていたが，電気式プログラム制御，

数値制御の自動フライス盤を製造するよ

うになったことから，電気関係のエンジ

ニアや情報系のエンジニアを早期から採

用していたという．つまり，同社は早い

時期から機械のメカトロ化に取り組んで

いたのである．

同社は勤続年数が男性社員で約17年と

中小企業としては長いが，これは技能の

継承に重きをおいているために勤続年数

が長くなっているのだという．さらに同

社は，自己資本比率が78％と極めて高い

が，これは同社の松浦正則会長が「研究

開発は10年かかる」と述べているように，

同社のような工作機械メーカーの場合商

品化までに10年近くの時間を要するた

め，自己資金で研究開発を行なわなけれ

ばならないからだという．したがって，

同社は短期での成果を求められることを

避けるために，株式を上場しないことに

している．ヒアリングでは，「研究開発型

企業は，一番手でなければならない．そ

のため研究開発に耐えられるだけの経営

体力を持つことが必要である．」というこ

とであった．

ただし，同社は従業員で300名程度の

規模を維持できる生産量を確保すればよ

いとも考えている．つまり，同社は拡大

路線をとるのではなく，あえて中小企業

のままでいることを選択しているのであ

る．ヒアリングによると，「中小企業の枠

内でなければ，良い工作機械は作れない．」

という．したがって，同社は汎用機の販

売で“量”を稼ぐのではなく，高性能機，

つまり“質”で稼ぎたいのである．同社

の顧客はリピート率が高く，これを地道

に拡大させて「当社のファンを作ってい

きたい」と考えている．

同社はこの考えに基づき，例えば自動

車では「乗用車メーカー」ではなく「F1

メーカー」であるように，量産向けの工

作機械ではなく，多品種少量向けの工作

機械を生産していきたいと考えている．

このように，同社は最先端の加工を必要

とする顧客，つまり同社製品を高く売れ

る顧客を獲得していきたいと考えている．

同社では，具体的な次の分野として医療

分野や宇宙分野（人工衛星など），航空機

関連を検討しているという．

同社を支える研究開発部門では，従業

員約300名のうち60名程度が研究開発と

商品設計に従事している．同社では，研

究開発は次世代の商品開発を担っており，

商品設計はアレンジを担っている．ヒア

リングによると，「お客様のご要望に合わ

せて，様々なオプションを設計するので，
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1台として同じ機械がない状況であり，

このような細かい対応がお客様に喜ばれ

ている．」という．

（３）地域社会に対する考え方と取り組み

同社は，ソニーとの関係３もあり米国で

の販売（輸出）を1975年から始めている．

その結果，日本よりも早く米国でブラン

ドが浸透していった．松浦会長は，「米国

や欧州で売れるものは，世界で売れる」

という．このように同社は，販売の約７

割が輸出，つまり市場はグローバルであ

る．しかし，モノづくりは日本，特に福

井にこだわっている．つまり，made in

Japan / made in Fukui にこだわり，販

売と保守サービスは海外で行なっている

のである．したがって，今後も中国をは

じめ海外での生産は考えていないという．

同業他社の㈱岡本工作機械製作所（東証

2部上場，従業員数 約300名，売上高 約

364億円）が「タイは汎用機，シンガポ

ールは高付加価値機，日本は高精度機の

製作拠点にした．タイの製品はシンガポ

ールでも生産でき，シンガポールの製品

は日本でも作れる．」４というグローバルな

生産体制を敷いているのとは異なること

から，同社は生産体制では他企業とは一

線を画しているといえるだろう．ヒアリ

ングでは，「販売がグローバルになるほど，

モノづくりでは地域性が重要になる．」

「顧客に福井まで来てもらうことが大事で

ある．」というコメントがあった．

同社で働く人材の多くが福井大学卒な

どの地元出身者である．地元出身者であ

ることから，「自分達が作っている機械が

福井の地方から世界へ駆け巡る．この誇

りを持って仕事をしているので定着率が

良くなっている．」というメリットがある

という．

また同社では現在，地元の高校生の職

業体験などを受け入れているが，モノづ

くりに対する関心を広めるためにも，地

元の小学生の見学などを積極的に受け入

れていきたいと考えている．

（４）ヒアリング調査からの考察

同社は，『元気なモノ作り中小企業300

社2006年版』（中小企業庁編）に選ばれ

ている中小企業であるが，筆者は「既に

中小企業のレベルではない」と感じた．

同社は，家族経営の利点，買収などのリ

スク排除，などの観点から『あえて』中

小企業でいることを選択しているのだと

感じた．

筆者が同社の産学官連携に対する姿勢

について問うたところ，同社が産学連携

を行なう場合は，「必ず売る先（＝顧客）

を作ってから取り組みを始める」という

ことであった．つまり，“作ってから売る”

（シーズありき）ではなく，“売るために

作る”（ニーズありき）である．これが中

小企業の産学官連携でのポイントだとい

う．例えば，金属粉を積層し，焼結して

作るRP（ラピッド・プロトタイピング）

装置とマシニングセンタの複合である金

属光造形複合加工機の開発では，“売る先”

が大手総合電機メーカーである．またヒ

アリングでは「産学官連携は，研究者同

士のFace to Face の関係が重要であるた

め，福井大学といった『近くの大学』と
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行いたい．しかし，実際には（研究テー

マなどの問題から）難しい．」ということ

であった．しかし，同社が既に県外の大

企業とも産学官連携をしていることから

も，県内での研究開発分野の活動に限界

が来ていると言わざるをえない．また，

人材面でも大企業の研究者と対等に議論

できる人材，国内外の大学と共同研究で

きる能力を持つ人材が必要といえるだろ

う．

同社は，既に販売はグローバル（輸出）

でありながら，一方で生産と研究開発の

中心は福井のままである．福井でのモノ

づくりを維持するためにも，研究開発の

県外化は避けられないといえるだろう．

３．研究開発型モノづくり企業の事例③

－セーレン株式会社－

（１）会社概要５

本社所在地：福井県福井市，東京都港区

（２本社制）

創業：1889年

設立：1923年5月

資本金：175.05億円

代表者：取締役社長＆CEO 川田達男 氏

売上高：

単体 690.32億円（2007年3月期）

連結 1,116.83億円（同）

従業員数：単体 1,688人（2007年9月末）

グループ計 5,594人（同）

ホームページ：http://www.seiren.com/

事業内容：

○各種繊維製品の企画製造販売

○各種繊維品の染色加工

○各種化学工業品の製造販売

○各種産業機器の製造販売

○電子部品の企画製造販売

（２）同社の特徴と企業改革の取り組み

同社の特徴は，2005年7月にカネボウ

の繊維事業を買収したことで，世界唯一

の「総合繊維メーカー」になったことで

ある（図1）．同社は総合繊維メーカーで

あること，つまり総ての工程を内製する

ことで高い品質レベルを維持できると考

えている．

同社の売上構成のうち，従来から手が

けている衣料分野が34％，イノベーショ

ンの成果である工業製品分野が66％（内

自動車関連が43.4％）となっている．衣

料分野も，新ビジネスモデルを活用して

変革を遂げている．

同社のイノベーションの原点は，1980

年代前半に企業存亡の危機に立たされた

ことにある．当時は，人件費をはじめイ

ンフラの高コスト体質に加えて円高で業

界全体が国際競争力を喪失し，繊維産業

出所：同社提供資料より抜粋.

図１　同社の特徴
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は斜陽化していた．このことは，数量ベ

ースで輸入浸透率が50％を突破したこと

からも窺える．そこで同社は，生き残り

をかけて1987年から企業改革を始めてい

る．それまで同社は，染色加工のみを手

がける企業で，繊維産業の分業構造の一

部分を担い，賃加工というローリスク・

ローリターンの事業を行なっていたので

ある．そこで同社は，時代変革に関する

考察（図2）をもとに，繊維産業の生

産・流通構造の改革に取り組んだわけで

ある．

この時代変革に対応して同社では，

1987年から図3のような経営戦略を立案

し，実践していったのである．「３）のグ

ローバル化の推進」では，“海外で安く作

って，逆輸入する”というものではなく，

当初から海外を販売市場と捉えて“海外

で作って，海外で売る”ことを想定して

いた．「４）の企業体質改善」では，“仕

組み作り”を重視したという．

これらの一連の取り組みでは，「改善」

や「改革」ではなく，「革命」（壊して，

作ること）を前提に行なってきたという．

そして，同社の取り組みをまとめたも

のが図4である．この中にある「五ゲン

主義」（原理，原則，現場，現物，現実）

は，それを実現するための（自発的な）

仕組み/仕掛けが重要であり，同社では，

「全社見つけましたね運動」などを行なっ

ている．この運動は，「見つけました」と

いうだけではなく，「見つけてあげました」

ということを意識しており，自分の属す

る部署だけでなく，他部署が作った不良

原因であっても，これを見つけ出して不

良発生を事前に防止することが大事なの

だという．ちなみに，同社の年間の「見

つけましたね」報告約17,000件のうち，

実に約10,000件以上が不良発生の事前防

止に関するものであるという．

出所：同社提供資料より抜粋.

図２　同社が考察した時代変革

出所：同社提供資料より抜粋.

図３　同社の企業改革の骨子
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（３）新規分野参入に関する取り組み

同社では，1987年から始めた工業資材

分野への取組みが，現在では実に売上の

三分の二を占めるまでになっている．こ

の新分野への取組みを同社はどのように

行なってきたのだろうか．

同社では，コアコンピタンスを「繊維

関連技術」と定めて，このコアコンピタ

ンスを基に，①High Fashion，②

Automotive（内装材），③Housing，④

Bio-Medical，⑤Electronics，という５

つの分野で新規事業開発を進めていった．

このうち④Bio-Medicalは，生糸から抽出

された「セシリン」（従来は廃棄処分され

ていた）から化粧品やES細胞の保存液６

などを開発している（図5）．また，⑤

Electronicsでは，繊維と金属を複合化し

た材料を開発し，事業化している．

①High Fashionでは，「流通のダイレ

クト化」を進めていった．「流通のダイレ

クト化」では，従来の繊維産業にある分

業体制を破壊して，新しいバリューチェ

ーンを構築することを目指している．従

来の繊維産業は，複雑な分業体制によっ

て成り立っており，この分業体制から生

まれるロスが，業界の競争力低下につな

がっているという認識があった．そこで，

同社は，ア）「内製による一貫生産体制の

構築」によって，分業体制のムダとロス

の削除とハイレベルな品質保証を実現し，

イ）「小量・短納期・カスタマイズの生

産・供給」に取り組んできた．ア）につ

いては，自動車関連分野への参入を果た

していたことが，繊維産業での分業体制

という『常識』を打破できることにつな

がったという．また同社では，ア）とイ）

の実現は，輸入では不可能な，国内製造

業の生き残りの策の一つであると考えて

いる．

図6は，同社の一貫体制に向けた事業

領域拡大を示している．1977年には染色

加工のみを手がけていた同社であるが，

2005年にカネボウの繊維事業を買収する

ことによって，一貫生産体制を完成させ

ている．

出所：同社提供資料より抜粋.

図４　企業改革の戦略マップ

出所：同社ホームページから抜粋.

図５　繭から取れる「セシリン」
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．

生産プロセス革新としては，大量生産

システムから多品種小量生産システムへ

の革新を行なっている．その中核を担っ

ているのが，消費者に直結した生産とク

イックレスポンス（QR）供給を可能とす

るための情報ネットワーク型生産/供給シ

ステムである『Viscotecs』である（図

７）．このシステムは，総て自社開発であ

る．現在の衣料分野（High Fashion）の

うち90％近くが『Viscotecs』関連での

売上になっているという．先ほどの工業

製品分野を含めると，全社売上の90％以

上が1987年以降の企業改革によって生ま

れたニュービジネスの売上であり，従来

からの事業である染色加工は80億円程度

となっているという．

ヒアリングによると，従来のビジネス

モデルは“30～40％売れ残っても利益が

でる”ビジネスモデルだったという．新

しいビジネスモデルは“無駄なモノづく

りはしない/機会損失をゼロにするモノづ

くり”というビジネスモデルであるとい

う．

この新しいビジネスモデルは，SCMと

SPA（製造小売）に分けられるが（図8），

同社としては自社完結のシステムである

SPAを構築しビジネスを開始している．

またSCMについても，要望に応じて企業

間連携のシステム構築に協力している．

これらの新しいビジネスモデルを，い

ま一つ進化させた究極の顧客満足のビジ

ネスモデルとして，Viscotecsを活用し

た「パーソナルオーダーメード」の試行

を開始している（図9）．

出所：同社提供資料より抜粋.

図６　同社の一貫生産体制の構築への推移

出所：同社提供資料より抜粋.

図７　Viscotecs の特徴

出所：同社提供資料より抜粋.

図８　同社の新しいビジネスモデルの考え方 
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今後はITの進化による通信容量の拡大

と，製造期間の短縮（2週間→1週間）な

どにより，インターネットを活用したグ

ローバルなパーソナルオーダーメードビ

ジネスを実現していきたいとしている．

同社にとっては，このViscotecsの活

用によってビジネスモデルを進化させ，

新しい課題を解決してきたといえる（図

10）．

その結果，同社においては従来から手

がけている商品を含めて，すべてのビジ

ネスモデルが並存するような状況が出現

している（図11）．

同社は“生き残り”をかけて「コアコ

ンピタンスを基に，①マーケットダイレ

クト化，②一貫体制の構築，③新商品開

発/新規事業開発，を手がけてきた」が，

同社が築き上げた新しいビジネスモデル

の価値をより向上させるために，“勝ち残

り”をかけて「オンネットでのカスタム

オーダーメード/パーソナルオーダーメー

ド」を行なっていきたいという．つまり，

同社は「『量』ではなく，『質』を追うモ

ノづくりを行なっていきたい」のである．

同社の考えは，「汎用化しないモノづくり」

≒「無形のモノに価値を与えるモノづく

り」であるといえる．

（４）新規分野開拓と産学官連携について

同社の新技術の多くが自社開発である

が，自社のみでは開発できない領域/分野

が拡大していることから，同社では産学

官連携に注力している７．1987年から当

初10年間程度は自社中心であったが，最

近10年間は産学官連携を積極的に行なっ

ている．

産学官連携で取り上げるテーマは，自

出所：同社提供資料より抜粋.

図９　「ビスコNAVI」の概要

出所：同社提供資料より抜粋.

図10　Viscotecs のビジネスモデルへの効果

出所：同社提供資料より抜粋.

図11　同社が手がけるビジネスの概要



研究論文

44

社がこれまでに手がけてきた分野と異な

る領域なのではなく，自社のこれまでの

開発経緯に広がりももたせて取り組んで

いる．しかし，前述のようにその広がり

が加速度的に拡大しているのである．し

かし，いくら拡大しているといえども，

コアコンピタンス（繊維関連技術）から

逸脱しないことが重要である．

さ ら に 同 社 の 研 究 開 発 で は ，

「Viscotecs」自体が新しいコア技術にな

りつつあるという．繊維の加工技術から

生まれた技術である「Viscotecs」自体

がコア技術に，つまり「軒先が母屋にな

っていった」のである．同社では，これ

までHigh-Fashion を中心に活用されて

いた同技術を，同社の手がけるあらゆる

分野に適用することを考えている（図

12）．

（５）地域社会に対する考え方と取り組み

同社には単体で約1,500人従業員がいる

が，「95％以上の社員が福井県出身者で

ある」という．さらに，新卒採用では優

秀な学生が県外で就職してしまうために，

人材の確保が困難になっているというこ

とであった．したがって，30歳ぐらいま

でのUターン組を中途採用で積極的に採

用していきたいと考えている．

（６）ヒアリング調査からの考察

当方からの「生き残ることができた同

社と他社との相違は」という質問に対し

て，「経営者の考え方，特に“このままで

は生き残っていくことが出来ない”とい

う危機感を持っていたことが，他社との

分水嶺になった」という回答があった．

さらに，「従来のビジネスモデルにしがみ

つくのではなく，染色加工で培った“既

にあった技術”の蓄積に気付き，それを

中心に自社の生き残りをかけた取り組み

に活用したのである」という．

このように，同社が生き残り，次に勝

ち残る要素として地域性を加味して考え

ると，「強い危機感」と「それを乗り越え

る福井県民の粘り強さ」にあるのではな

いかと感じられた．このように記述する

と，研究らしからぬ記述になるが，筆者

はヒアリング時に率直に感じたのである．

出所：同社ホームページより抜粋.

図12　Viscotecs の多領域での活用

出所：同社ホームページから抜粋.

図13　同社の海外拠点
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しかし，同社は東証一部企業であり，

グローバルに事業展開（図13）をしてい

る企業である．同社には，『福井県』とい

う枠組みを中心とした経営戦略（モノづ

くり面や人材面）の限界が来ているとい

えるだろう．勿論そのための手を打ちつ

つあり，海外生産拠点造りに続いて，

2004年には東京に本社を設け（2本社制），

2005年のM&A（カネボウ繊維事業）実

施もその一つである．

Ⅲ．ヒアリング調査からの考察

－経営戦略と地域性の観点から－

今回のヒアリング調査では，福井県内

の研究開発型モノづくり企業3社を訪問

した．その結果，3社ともに強い地域性，

つまり「福井県へのこだわり」を感じる

ことができた．この地域性は，人材面で

は地域の経営資源たる福井県出身者を積

極的に採用することで，定着率の向上と

いうメリットを享受している．

しかし，販売面では，3社ともに顧客

は県内にはほとんどおらず，国内か，グ

ローバルに展開している．ここでは，グ

ローバル活動において福井県という地域

性が逆に障害になっているといえるだろ

う．さらに，3社の生命線ともいえる研

究開発活動においては，県外だけでなく，

グローバルでの活動が必要になってきて

いる．ヒアリングによると，3社とも福

井県内にこだわりを持ちつつも，グロー

バルな視点を持ち，活動できる人材を探

していることが分かった．研究開発活動

にしても，グローバルな販売活動にして

も，県外の優秀な人材を取り込むことが

重要であり，現在のように県内の限られ

た人材を奪い合う構図は福井県及び福井

県内企業にとって好ましくない状況であ

ると考えられる．

本稿は，福井県の代表的な研究開発型

モノづくり企業3社に対してヒアリング

調査を行い，企業の特徴を把握して研究

開発の進め方や地域との関係を明らかに

しようと意図したものである．これまで

各企業は企業内の人材の供給源を福井県

内に求めてきたが，他方で商品の販売は

グローバルに展開している．ヒアリング

調査対象の3社は，地域資源活用の観点

からも人材の供給源を福井県内という範

囲にこだわりを持っているが，むしろ商

品の供給先との関係や研究開発の方向性

にマッチした人材を，県内外，国内外に

広く求めるべきではないだろうか．経営

的な人材戦略の観点からみて，3社とも

そのような時期にきているということも

いえるだろう．

サクセニアン（1995,2007）は，シリ

コンバレーとボストン・ルート128とを

比較し，研究開発活動のクラスター形成

における人材活用面の重要性を強調して

いる．さらに，サクセニアンは，The

New Argonautsとして，ある特定の地

域出身者が，シリコンバレーに留学し，

研究開発能力を身に付けつつ，同郷人と

のネットワークを維持し，やがて郷里に

戻る人々について考察している．そして

彼ら，現代のアルゴノーツこそが，地域

を活性化すると述べている．福井県の研

究開発型企業も同様に，特に人材獲得の
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面で日本全体の視点を持ち，Uターン，I

ターン組の積極的な受け入れが必要であ

ると考えられる．セーレンには，その考

え方があるが，企業の規模によっては，

単独では知名度の問題で難しいこともあ

るだろう．もちろん，企業が単独で自社

ブランドを確立していく必要もあるが，

県その他の機関のサポートが望まれる問

題でもある．
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本稿は，ヒアリング調査に関して業務
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ーション戦略のメカニズム―個客対応

マーケティングの実践と成果』白桃書

房

杉山泰一（2008）「特集2 異能企業セー

レンの現場改革力 "カネボウ"を短期再

生」『日経情報ストラテジー』2008年6

月号，日経BP，107－121ページ

注）

１ 同社ホームページから抜粋（閲覧日，

2008年4月9日）．

２ 同社ホームページから抜粋（閲覧日，

2008年4月9日）．

３ 同社は，個人的な関係からソニーの大賀典

雄・名誉会長が同社の名誉会長を務めて

いる．

４ 『日刊工業新聞』2008年4月9日．

５ 同社ホームページから抜粋（閲覧日，

2008年4月9日）．

６ 「セーレンが保存液，ES細胞の生存率向

上・絹タンパク質を利用」（NIKKEI

NET：2008年3月14日）によると，セー

レンは繭から取り出した絹タンパク質

「セリシン」を利用した細胞凍結保存液を

開発した．牛血清などを用いた従来の保

存液に比べ，解凍後，マウスの胚（はい）

性幹細胞（ES細胞）の生存率を高め，機

能低下を防ぐことができるという．福井

大学の寺田聡准教授と共同開発した．絹

タンパク質には親水性を持つアミノ酸が

豊富に含まれており，解凍に伴う細胞の

脱水を防ぐ効果があるため，保存液に適



研究論文

47

している．牛血清を使った従来の保存液

に比べ，解凍後の細胞の生存率・機能維

持効果はともに４割高いという．

７ 例えば，「繊維を用いた電磁波遮蔽材の開

発」などがある．
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